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列車自動運転をともなう運転整理MIPモデルの
移動閉塞下への適用
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概要：鉄道では，事故，混雑などのため列車に遅延が生じた際，影響を最小限に抑えるため運行ダイヤが
組み直される．この運転整理という作業の自動化を目指す研究が広くなされている．本研究はなかでも，
移動閉塞および自動運転という新しい 2システムを考慮した運転整理の自動化に注目し，これを混合整数
計画法（MIP）のモデルとして定式化することを目的とする．この目的達成のため本研究では，自動運転
のみを考慮した既存のMIPモデルをベースモデルとし，その一部の制約式を置き換えることで移動閉塞も
考慮するように拡張することを提案する．また遅延シナリオを想定し，拡張したモデルから得たダイヤを
ベースモデルによるダイヤと比較した．これにより，移動閉塞をモデルに導入した利点にともなう，遅延
および旅客影響の減少効果を検証した．
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Abstract: When delays of trains occurred due to an accident or congestion, diagram is rescheduled to
minimize effects of them. This process is called train rescheduling, and now there are many researches to
automatize it. This research focuses on autonomous train rescheduling considering both of two new systems,
which are moving block and autonomous train operation (ATO). The purpose of research is to realize this
by approach with formalization as a mixed integer programming (MIP) model. To achieve this purpose, this
research proposes the extension of a existing base MIP model considering only ATO to also consider moving
block by replacing some constraints. This research also implements the extended model and compares its
solution with the base model for assumed delay scenarios. By this comparison, this research verify the effects
with advantages of introducing moving block to the base model.
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1. まえがき

鉄道の運行においては，大きいものでは事故，小さいも
のでは混雑などにより列車に遅延が生じることがしばしば
ある．これらの遅延の影響を最小限に抑えるために，時刻
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表どおりの運行スケジュール（以下，ダイヤと呼ぶ）とは異
なる，最適なダイヤを組み直す作業がなされる [1], [2]．こ
の作業は運転整理 [2]と呼ばれ，鉄道業界では以前から自動
化が求められており，世界中で実用に向けた研究がなされ
ている．なかでも近年は，移動閉塞（Moving Block）[3], [4]
や自動運転 [5]といった，新しい鉄道システムを考慮した
運転整理自動化の研究が進められている．
本研究では，移動閉塞および自動運転の 2システムを同

時に想定するような運転整理に注目する．そのような運転
整理を，混合整数計画問題（Mixed Integer Programming，
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MIP）モデルとして定式化することで，最適な整理ダイヤを
得るというのが本研究の目的である．MIPを用いた，移動
閉塞や自動運転それぞれを考慮する運転整理の研究 [1], [15]

は存在するが，それらは 2システムを同時には扱えていな
い．この研究の新規性は，移動閉塞および自動運転の 2シ
ステムを同時に考慮した路線の運転整理をMIPで解ける
ようになることである．また，これら 2システムの両方を
導入した路線は，今後増えていきかつ運転整理において正
確性が求められるような路線であると考える．この研究の
有効性は，そのような路線において，遅延の総和や旅客影
響の指標を確実に最小化する列車ダイヤを得られることで
ある．
本研究では，自動運転のみを考慮した既存の運転整理

MIPモデル [1]をベースとし，移動閉塞を扱えるように拡
張することで定式化を行う．具体的には，文献 [1]の一部の
制約条件を，想定した移動閉塞による列車間距離を詰めた
運転に適用できるように書き換えることを提案する．また，
定式化したMIPモデルを，MIPソルバの CPLEX（IBM

社）に入力する実験を行った．その結果得られたダイヤを
既存モデルから得られたダイヤと比較したところ，遅延の
総和はおよそ半減し，さらに一部のシナリオでは旅客への
影響についても減少効果が得られた．これらの効果は提案
した制約式の書き換えによるものであると検証できた．
本論文は以下のとおり構成される．まず 2章で，背景と

して本研究のドメインである運転整理自動化と，その適用
範囲である移動閉塞について述べる．運転整理自動化の節
ではその先行研究と，本研究で採用するMIPの手法につ
いても述べる．その後 3章で本研究の目的，4章で提案を
説明するための記法と前提条件について述べる．そして 5

章で，提案本体である，既存モデルの制約条件式に代わる
新たな式の立式を説明する．また 6章では，5章で提案，
立式した新たな制約条件式を含む，既存モデルを拡張した
MIPモデルの作成について述べる．続く 7章では，その新
たなMIPモデルと既存モデルをそれぞれ実装し，想定し
た遅延シナリオを入力して CPLEX上で実行するという比
較評価実験について述べる．それらの結果から，新たなモ
デルの効果を議論する．8章で提案の関連研究を紹介し，
最後に 9章で本論文の結論および今後の課題を述べる．

2. 背景

2.1 鉄道の運転整理自動化
2.1.1 運転整理とその自動化研究の現状
1章で述べた鉄道の運転整理は，現在多くの部分が専門

家らの人力でなされている．しかし，遅延や旅客への影響
を最小限に抑えるような全列車の挙動を人力で素早く判断
することには限界がある．そのため，この運転整理の自動
化を目指した研究が行われている．この節では，これらの
先行研究を 2つの分類に沿って紹介する．

表 1 移動閉塞，自動運転を考慮した運転整理の研究
Table 1 Previous research of rescheduling with new systems.

論文 [1] [8] [13] [14] [15]

移動閉塞 × ○ ○ ○ ○
自動運転 ○ ○ ○ ○ ×
手法 MIP 遺伝 SIMONE Integrated MIP

まず，代替ダイヤを求める手法による分類である．そ
のうち探索を用いる主流の手法として，メタヒューリス
ティックスを用いる手法と，混合整数計画法，MIP（Mixed

Integer Programming）を用いる手法の 2つがある [6]．前
者は，たとえば貪欲法 [7]や遺伝アルゴリズム [8]などを用
いるものである．これらは，目的の指標を最小化するダイ
ヤを必ず得られるとは限らないという欠点がある [9]．一方
で後者のMIPを用いる手法は，運転整理をMIPモデルと
して定式化するものであり，目的の指標を最小化するダイ
ヤを必ず得られる [9]（2.1.2 項で詳述する）．この 2つ以外
に，代数グラフを利用する研究もある [6], [10]．しかし代
数グラフの手法では，求めたい変数の値が考慮される順序
も考慮する必要があり，同規模の問題ではMIPより計算
時間が長くなってしまう．また近年ではこれら探索を用い
る手法に加えて，機械学習を利用したデータ駆動型の運転
整理 [11]や，強化学習 [12]を用いる研究もなされている．
ただ機械学習や強化学習は，メタヒューリスティックス同
様，目的の指標を最小化するダイヤを必ず得られるとは限
らない．さらに，鉄道の運転整理専用のシミュレーション
ソフト開発（SIMONE [13]）も行われているが，こちらも
アルゴリズムとしてはメタヒューリスティックスが用いら
れており最適性が保証されていない．
以上より，MIPは，代数グラフと比較すると計算時間

が短く，かつメタヒューリスティックスを含むその他の手
法と比べると目的の指標に対する最適性が保障されるとい
う長所を持つ．これらの長所は，今回の研究で想定する，
移動閉塞や自動運転が導入されやすいような過密ダイヤの
路線の運転整理には重要であると考える．したがって，こ
れらの手法の中でも本研究ではMIPを用いた手法に注目
する．
次に，新しい鉄道システムの考慮による分類である．近

年，新しい鉄道システムを考慮した運転整理自動化の研
究が進んでいる．このうち，4.2 節で述べる移動閉塞と，
自動運転の 2システムを考慮した運転整理の先行研究を，
表 1 を用いて比較する．表 1 のうち，文献 [8], [13], [14]

については，2システム両方を考慮している．これらの研
究は，自動運転かつ移動閉塞を搭載した運行システムで
ある CBTC [3]（2.2 節で詳述）を想定している．しかしこ
れらは，求解手法にそれぞれ遺伝アルゴリズム [8]，前述
の SIMONE [13]，および条件分岐を用いた独自の決定アル
ゴリズム [14]を使用している．一方，MIPを用いた手法
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図 1 MIP ソルバを用いた運転整理の入出力
Fig. 1 Input/output of train rescheduling with a MIP Solver.

は，このように移動閉塞と自動運転の 2システム両方を想
定した運転整理には適用されていない．ただ，自動運転の
み [1]，移動閉塞のみ [15]をそれぞれ考慮した運転整理に
ついては，MIPモデルとして定式化が行われている．
2.1.2 MIPソルバを用いた自動運転整理
2.1.1 項で述べた，混合整数計画法，MIPを用いた手法

による運転整理について述べる．本研究では，この手法に
よる運転整理自動化を扱う．MIPとは，整数変数を含む制
約充足問題のことを指す．MIPのモデルは図 1 に示す要
素から構成される．これらの要素により定式化されたMIP

モデルを，MIPソルバ（MIPの解を求めるソフトウェア）
に入力する．すると，図 1 のとおり，制約条件をすべて満
たすような決定変数の解が出力される．MIPソルバでは分
枝限定法を利用し全探索を行うため，出力は必ず，とりう
る解のうち目的関数の値が最小（最大）となる解である．
以下，このような解を最適解と呼ぶ．
このMIPモデルを鉄道の運転整理に適用する場合，各

要素にあたるものを，図 1 であげている．図 1 の場合，入
力した列車運行上の制約をすべて満たし，かつ目的関数で
ある遅延の総和が確実に最小になるような各列車，各駅で
の到着・出発時刻が解として出力される．

2.2 移動閉塞
この節では，鉄道の新しい保安システムである，移動閉

塞というシステムについて述べる．従来の鉄道保安システ
ム（固定閉塞）では，路線を閉塞と呼ばれる固定区間に分
割する．そして信号を用いて，各閉塞に入る列車を 1つま
でとすることで列車どうしの衝突を防ぐ．一方，それに替
わる移動閉塞では，固定された閉塞を撤廃し，無線通信を
用いて得た前方の列車情報により衝突を防ぐ．移動閉塞
を用いた規格として，主に欧州の地下鉄路線で普及しつ
つある CBTC（Communication-Based Train Control）[3]
や，（株）JR東日本が開発する ATACS（Advanced Train

図 2 CBTC における無線通信の一例
Fig. 2 An example of radio communications on CBTC.

Adminstration and Communications System）[4]がある．
CBTC [3]の規格における，この通信の様子を図 2 に示す．
各列車は基地局を通じた中央制御との無線通信により，前
方の列車にどのくらい接近できるかの情報を得る．たとえ
ば図 2 の列車 Aおよび Bは，中央制御に各々の位置や速
度情報を逐次送信する．中央制御はそれらの情報から，A

と Bがどこまで接近できるか，および Bに対して安全な
Aのブレーキのかけ方を計算する．これらの計算結果が A

に逐次送り返され，Aが Bに接近しすぎると Aに自動ブ
レーキがかかり衝突が防がれる．
固定閉塞ではオンラインで列車の位置情報を把握できな

いため，ブレーキ距離に余裕を持たせるという理由から閉
塞区間を長めに設定する必要があった．一方で移動閉塞で
は，無線によって列車の位置情報を把握し，前方の列車に
衝突しないための安全な距離をリアルタイムで検出でき
る．したがって安全を確保したまま従来の固定閉塞の 1閉
塞区間の長さよりも短い車間距離での運行が可能となる．
すなわち移動閉塞の導入は，固定閉塞より列車間距離を詰
めた運転整理を可能にし，とくに数分程度の小さい遅延の
減少と早期解消に有効とされている [4]．

3. 研究の目的

本研究の目的は，移動閉塞と自動運転両方を考慮した運
転整理を，MIPモデルとして定式化することである．こ
の研究の新規性は，2.1.1 項で述べたとおり，MIPを用い
た手法が，これら 2システム両方を想定している運転整理
にはまだ適用されていないことである．一方で，たとえば
2.2 節で述べた CBTCのシステムには，自動運転機能を搭
載した規格があり [3]，これらを導入する路線が近年拡大
している [8], [13], [16]．また，同節で述べた ATACS [4]で
も車上の自動列車運転装置（ATO）の利用が想定されてい
る [17]．これらから移動閉塞と自動運転の両方を導入した
路線は今後国内外で増えていくと考える．さらに，移動閉
塞は数分の小さな遅延に対して減少効果があるが，この小
さな遅延をより短くするには運転整理のアルゴリズム自体
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表 2 記法
Table 2 Symbols for description.

集合 i ∈ M 駅集合M = {1, 2, ..., |M |} と駅 i

及び j ∈ N 列車集合 N = {1, 2, ..., |N |} と列車 j

要素 k ∈ K 区間集合 K = {1, 2, ..., |M | − 1} と区間 k

l ∈ P 運転レベル集合 P = {1, 2, ..., |P |} とレベル l

決定 tai, j 駅 i への，列車 j の実際の到着時刻（s）
変数 tdi, j 駅 i の，列車 j の実際の出発時刻（s）

εlk, j 区間 k，列車 j の運転レベルは l か（0-1）
定数 Rl

k, j 区間 k の，運転レベル l での走行時間（s）
xk 区間 k の長さ（m）
V max
k,l 区間 k，運転レベル l での最高速度（m/s）

rac ATO の速度パターンによる列車加速度（m/s2）
rmbs 移動閉塞ブレーキによる列車減速度（m/s2）
Ls 前の列車に対する移動閉塞の停止限界（m）
Lt 列車の長さ（m）

に正確性が求められる [15]．以上より，この研究の有効性
は，今後増えていきかつ正確性が重視される，2システム
両方を導入した路線に対して，2.1.2 項の要領で確実に最
適な運転整理ダイヤを求められることである．
この目的のための手法として本研究では，自動運転のみ

を考慮した既存の運転整理MIPモデル [1]を，移動閉塞を
想定した路線に適用することを考える．ここで，文献 [1]

そのままの移動閉塞への適用では，移動閉塞の導入目的を
果たせないという問題がある．この理由は，2.2 節のとお
り，移動閉塞は列車間距離を詰めた運転による遅延減少効
果を期待する目的で導入している．一方で文献 [1]の前提
条件では，従来の固定閉塞によりそもそも列車間距離は狭
まらないためである．よって本研究では，想定した移動閉
塞に基づいて列車間距離を詰めた運転を認めるように，文
献 [1]の一部の制約条件式を作り変えることを提案する．
これにより，文献 [1]を，自動運転を考慮しつつ移動閉塞
下にも適用できる運転整理MIPモデルへと拡張する．以
下，本研究で拡張したモデルを提案モデルと呼ぶ．

4. 前提条件

まず，以降の前提条件および提案の記述に用いる集合と
要素，MIPの決定変数，および定数を，表 2 に記す．こ
れらを用いてこの章では，提案モデルにおいて想定する路
線（4.1 節），自動運転（4.1.1 項）および移動閉塞（4.2 節）
の各前提条件について記す．

4.1 路線
提案モデルで想定する鉄道路線は，文献 [1]と同定義の

大都市地下鉄路線とする．想定する路線の様子を図 3 に示
す．図 3 および表 2 のとおり，路線はM 個の駅とその各
駅間であるM − 1個の区間で構成される．駅 iと駅 i+ 1

の間を区間 k とする．すなわち，i = k である．また提案
モデルの想定時間内に走る列車の編成数をN 個とおき，全

図 3 想定する路線
Fig. 3 Assumed railway line.

列車が駅 1を起点，駅N を終点とする片道運行である．な
お，全駅にホームは 1個であり，全区間単線とする．した
がって，駅や区間内での列車どうしの待ち合わせや追い越
しはいっさい考えないものとする．
4.1.1 自動運転（ATO）
想定する全列車に搭載される自動運転のシステムは，文

献 [1]に基づく自動列車運転装置，ATO（Automatic Train

Operation）とする．提案モデル上の ATOは，文献 [1]の
定義，および移動閉塞を考慮するためにこの項で新たに追
加する定義からなる．まず文献 [1]に基づく定義を記す．
全列車の ATOには共通して，各区間をどのような速度で
走るか（速度パターン）があらかじめプログラムされてい
る．速度パターンは各区間 P 通りあり，各パターンを以
下，運転レベルと呼ぶ．運転レベル lの値が小さいほど出
発から次駅到着までの走行時間は短い．各列車は，各区間
につき 1つ入力される運転レベルに従い，その区間を自動
走行する．
提案モデルでは，これに加えて，以下の定義を追加する．

まず，運転レベルによる走行中，列車には 4.2 節で定義す
る移動閉塞による自動ブレーキが作動することを想定す
る．その際は選択した運転レベルに従う走行から外れて減
速，停止する．また，各運転レベルの速度パターンにおけ
る具体的な速度変化についても以下のように定義する．こ
れは，4.2 節で移動閉塞の挙動を定義しやすくするためで
ある．まず，ATOの運転レベルどおりの走行時は，列車は
駅を出発後一定の加速度 rac で最高速度まで加速する．運
転レベルにより異なるのは，各区間の最高速度 V max

k,l とす
る．lの値が小さい方が，V max

k,l の値が高い．列車は V max
k,l

まで加速後，移動閉塞ブレーキが作動しない限り，駅に接
近し減速を開始するまで最高速度で走行を続ける．

4.2 移動閉塞の想定
提案モデルの移動閉塞では，2.2 節で述べた CBTC [3]や

ATACS [4]のように，列車が前方の列車に接近すると衝突
を防ぐため自動ブレーキがかかることを想定する．このと
き列車は前方の列車の最後尾から安全な距離を保って停止
する．本研究のモデルにおける移動閉塞では，このように
列車が接近し自動ブレーキが働くパターンを，以下の 2つ
想定する．
( 1 ) 図 4 のように，ATOの運転レベルどおりの運転中，

前方の列車が次の駅に停車していたときを想定する．
このとき，次の駅から Ls 手前まで接近して停止する
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図 4 移動閉塞による列車の接近とブレーキパターン（1）
Fig. 4 Pattern (1) approach and break by moving block.

図 5 移動閉塞による列車の接近とブレーキパターン（2）
Fig. 5 Pattern (2) approach and break by moving block.

ように自動ブレーキが働く．
( 2 ) 図 5 のように，ATOどおりに運転中，1本前の列車が

2本前の列車との衝突を防ぐべく ( 1 )の要領で減速し
たときを想定する．このとき，( 1 )よりさらに Ls+Lt

（列車長）後方で停止するように自動ブレーキが働く．
結果列車は次の駅から 2Ls + Lt 手前で停止する．

上記のパターンで働く自動ブレーキの減速度は，停止す
るまで rmbs で一定とする．なお，前方の列車が駅に停車
中の場合，一定距離 Ls 後方までは近づいて停止しておく
ことで，前方の列車が次駅出発後短時間で次駅に到着でき
る [18]．上記の想定パターンは，この考えに基づく．この
とき Lsは，停車中の前方の列車に対し，ブレーキの制動誤
差を考えても安全が確保できる限界の距離である．また，
( 2 )の場合は区間に 2列車が接近して走る．本研究におけ
る移動閉塞の想定では，簡単化のため 1区間内に接近して
走る列車はこの 2つまでとする．この制約は 5.2 節で制約
条件式として立式する．

5. 既存モデルを移動閉塞下の運転へ適用する
ための代替の制約条件式の立式

本研究における提案は，自動運転を考慮した既存の運転
整理MIPモデル [1]を移動閉塞下に適用できるよう，一部
の制約条件式を新しい式に置き換えることである．これら
の置き換えは，4章で述べた前提条件に基づく．

5.1 置き換えるべきベースモデルの制約条件式
ベースモデル [1]の制約条件式のうち本研究で置き換え

るべき式は，4.2 節で定義した移動閉塞の想定を妨げるよ
うな式である．それらは以下の 2種類に分けられる．
( 1 ) 列車間隔についての制約条件式．これらの式は，想定

した移動閉塞のように列車どうしの接近を認めない．
( 2 ) 区間の走行時間についての制約条件式．この式は，

ATOによる運転以外での走行を認めない．すなわち
想定した移動閉塞の自動ブレーキがかかることを認め
ない．

これらの式を，新たに立式する制約条件式に置き換える
ことで，定義した移動閉塞を想定できるような運転整理
MIPモデルを作成できる．以降 5.2 節および 5.3 節で，そ
れぞれ上記 ( 1 )，( 2 )にあてはまる文献 [1]の式を具体的
にあげ，それらに代わる式を新たに立式する．

5.2 列車間隔についての制約条件式
文献 [1]の制約条件式のうち，列車間隔に関する制約条

件式は以下の 3式である．

tdi,j − tdi,j−1 ≥ hsec
min (1)

tai,j − tai,j−1 ≥ hsec
min (2)

tai,j − tdi,j−1 ≥ hsta
min (3)

式 (1)は，順に文献 [1]の式 (18)，(19)，(20)を引用し
たものである．これらの式はそれぞれ，同駅における 2列
車の出発，2列車の到着，先行列車出発から後続列車到着，
の時刻は一定時間 hsec

min，hsta
min 以上開ける必要がある，と

いう制約である．言い換えると，それ以上に時間間隔を狭
めた列車どうしの接近を認めないことを意味する．これで
は，4.2 節で定義した，列車どうしが接近する移動閉塞の
想定ができない．したがってこれら 3つの制約を，以下の
ように右辺を 0とし，着発順序のみの制約に緩和させる．
これにより各列車は，列車どうしの接近も想定した走行時
間の制約（次の 5.3 節で立式）に従って走行できる．

tdi,j > tdi,j−1 (4)

tai,j > tai,j−1 (5)

tai,j > tdi,j−1 (6)

さらに，4.2 節で，1区間に入る列車は 2つまでと定義
した．したがって，2本前の列車が次の駅に到着するまで，
列車は駅を出発しないという制約を追加する．

tdi,j > tai,j−2 (7)

5.3 走行時間についての制約条件式
文献 [1]の制約条件式のうち，列車の各区間の走行時間

に関する制約条件式は以下の式である．

tai+1,j − tdi,j = εlk,jR
l
k,j (8)

この式は，列車の各区間の走行時間は，選択した運転レ
ベルでの ATOの走行時間に必ず等しくなるという制約を
表す．ところが，4.2 節で定義した移動閉塞自動ブレーキ
は運転レベルから外れて減速するため，区間の走行時間は
ATOどおりの走行時よりも長くなる．この想定は式 (8)に
は適用できない．したがって，この式の代わりに，列車ど
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図 6 （A）における区間 k での列車の位置関係
Fig. 6 Trains’ positions at section k in (A).

図 7 （A）における区間 k での列車 j の速度変化
Fig. 7 Train j’s velocity graph at section k in (A).

うしの接近の有無，またブレーキの有無で分岐を作成する．
各列車の各区間の走行は，前方の列車と同時に同区間を接
近して走るかで，次の 2パターンに分岐できる．パターン
（A）における制約条件式の立式を次の 5.3.1 項で記述し，
同様にパターン（B）について 5.3.2 項で記述する．
（A）1本前の列車が次の駅 i+1に到着してから，駅 iを
出発する（tdi,j ≥ tai+1,j−1）．このとき，区間 kを走る列
車は 1つである．
（B）1本前の列車が次の駅 i+1に到着する前に，駅 iを
出発する（tdi,j < tai+1,j−1）．このとき，1つの区間 k に
2つの列車が接近して走る．
5.3.1 パターン（A）における制約の立式
（A）のとき，1本前の列車 j − 1が次の駅 i+1にまだ停
車しているかどうかで，さらに j に対する制約の分岐を行
う．（A）の列車 j − 1，j の位置関係を図 6 に示す．図 6

のように列車 j は，前の列車 j − 1が次の駅 i+1に停車し
ている場合，自動ブレーキにより駅 i+1の Ls手前まで接
近して停止する．これは 4.2 節のパターン ( 1 )で定義した
とおりである．4.1.1 項の ATOおよび 4.2 節の移動閉塞の
各定義から，ブレーキ時の列車 jの速度変化は図 7 のよう
になる．図 7 のとおり，このブレーキをかけるか判断し減
速を開始する時刻を tdi,j + t1(k,l) とすると，t1(k,l) は図 7

から以下のように計算できる．

t1(k, l) =
V max
k, l

rac
+

xk − Ls −
(V max

k, l )2

2rmbs
− (V max

k, l )2

2rac

V max
k, l

(9)

すなわち，この t1(k,l) の時点で，
（A1）前方の列車 j − 1がすでに次の駅 i+ 1を出発して

図 8 （B）における区間 k での列車の位置関係
Fig. 8 Trains’ positions at section k in (B).

いる（tdi,j + t1(k,l) ≥ tdi+1,j−1）場合は，列車 j には自動
ブレーキは必要ない．このとき j は，置き換える前の制約
条件式 (8)のとおり選択した ATOの運転レベル i+1に従
い到着できる．一方，
（A2）前方の列車がまだ次の駅を出発していない

（tdi,j + t1(k,l) < tdi+1,j−1）場合は，列車は図 7 のよう
に減速し，時刻 tdi,j + t2(k,l)で停止する．t2(k,l)は，t1(k, l)
と同様に考えて，以下のように計算できる．

t2(k, l) = t1(k, l) +
V max
k, l

rmbs
(10)

この場合列車 j は，いったん次の駅 i+1の Ls手前で停止
し，前方の列車 j − 1が i+1を出発するまでは再び発車で
きない．さらに，列車 j が再び発車してから，駅 i + 1に
到着するまで，距離 Ls を走るための時間がかかる．この
時間を一定時間 Ts1 とすると，これらをまとめて，列車 j

が満たすべき制約条件式は以下のように書ける．

tai+1,j ≥ εlk,j(Max(tdi+1,j−1, tdi,j + t2(k,l)) + Ts1)

(11)

以上をまとめて，（A）（tdi,j ≥ tai+1,j−1）のときの，列
車 j が区間 k の走行時間について満たすべき制約条件式
は，式 (9)で求まる t1(k,l) に対し以下のように分岐する．
•（A1）tdi,j + t1(k,l) ≥ tdi+1,j−1 のとき，式 (8)

•（A2）tdi,j + t1(k,l) < tdi+1,j−1 のとき，式 (11)

5.3.2 パターン（B）における制約の立式
（B）では，2列車が 1区間に走ることになるため，運転
レベルの差によって後続列車が前方の列車に追いつくこと
を防ぐ必要がある．したがって，まず（B）で走行する列
車に対しては，その区間では 1本前の列車以下の運転レベ
ルを選択する，という制約を与える．

∀l′ if (εlk,j−1 = 1 and l < l′) then εl
′

k, j = 0 (12)

これを満たすことを前提に，（B）ではさらに，前の列車
との位置関係で満たすべき制約の分岐を行う．（B）での 2

本前の列車 j − 2と，j − 1および j の 3列車の位置関係の
一例を図 8 に示す．この図 8 のように，j − 2がまだ次の
駅に停車しているとき，j− 1が（A2）の要領でブレーキを
かけるのに続いて，j は駅 i+ 1の手前 2Ls + Lt で停止す
る（4.2 節のパターン（2）にあたる）．このときの j − 1，
および jの 2列車の位置変化を図 9 に示す．（A）と同様に
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図 9 （B）における区間 k での列車位置変化
Fig. 9 Trains’ positions graph at section k in (B).

このブレーキ判断がされる時刻を tdi,j + t′1(k,l) とすると，
t′1(k,l) は以下のように計算できる．

t′1(k,l) =
xk − (2Ls + Lt)−

(V max
k,l )2

2rmbs
− (V max

k,l )2

2rac

V max
k,l

+
V max
k,l

rac
(13)

本研究のモデルでは簡単化のため，この t′1(k,l)の時点で，
j − 1が次駅 i+ 1に到着していない場合は必ずブレーキを
かけるという制約を与える．すなわち t′1(k,l) の時点で，
（B1）j − 1が次の駅 i+ 1に到着している場合（tdi,j +

t′1(k,l) ≥ tai+1,j−1）は，ただちにブレーキをかける必要は
なく，代わりに（A2）の要領で，時刻 tdi,j + t1(k,l) でブ
レーキをかければよい．このとき列車 j が満たすべき制約
条件式は（A2）で満たすべき式 (11)となる．
（B2）j − 1 が次の駅 i + 1 に到着していない場合

（tdi,j + t′1(k,l) < tai+1,j−1）は，列車 j はただちにブレー
キをかけて減速する．このとき図 9 のとおり，駅 i+ 1の
2Ls +Lt手前で停止して以降，列車 j は次の手順で動くこ
とで，前方の列車との安全な距離を確保しつつ，最短で駅
i+1に到着できる．まず停止後，j− 2が i+1を出発した
ら，j − 1と同時に発車し，i + 1の Ls 手前まで移動して
停止する．この移動には一定時間 Ts2 を要すると定める．
次に（A）の要領で，j − 1が i+ 1を出発したら，再び発
車し，一定時間 Ts1 かけて i+ 1に到着する．これらの手
順より，このとき列車 j が満たすべき制約条件式は以下の
ように立式できる．

tai+1,j ≥ εlk,j(Max(tdi+1,j−2 + Ts2, tdi+1,j−1) + Ts1)

(14)

以上をまとめて，（B）（tdi,j < tai+1,j−1）のときの列車
j が区間 k で満たすべき制約条件式は，式 (12)に加えて，
式 (13)で求まる t′1(k,l) に対し以下のように分岐する．
•（B1）tdi,j + t′1(k,l) ≥ tai+1,j−1 のとき，式 (11)

•（B2）tdi,j + t′1(k,l) < tai+1,j−1 のとき，式 (14)

以上が，新たに立式するすべての制約条件式である．

6. ベースモデルを拡張した新しい運転整理
MIPモデル定式化

この章では，5章で新たに提案した制約条件式を加える
ことで，新しい運転整理MIPモデルを設計する方法を述べ
る．なお，このモデルは文献 [1]のMIPモデルの拡張とな
る．新しいモデルにより，3章で述べた，移動閉塞および
自動運転両システムを考慮した運転整理を最適化できる．

6.1 目的関数
提案モデルにおける目的関数は，以下の 2つを考慮する．
• 全列車，全区間での出発，到着遅延の総和 Tdelay

• 全列車，全駅で，遅延のために列車が混雑し乗りきれ
なくなる人数の総和 Nstranded

Tdelay は，各駅，各列車の tai, j + tdi, j の総和である．
Nstrandedは，駅のホームに並んだ人数から，列車の定員を
超えないように乗り込んだ人数の差を足し合わせることで
定義される．これら 2つの総和 Tdelay，Nstranded からな
る，以下の重み付き線形和を，提案モデルの目的関数とし
て定義する．本モデルから求めたいのはこの目的関数を最
小化するような列車ダイヤである．

f = αTdelay + β Nstranded (15)

この目的関数の設定理由は，本モデルから得られる列車
ダイヤが，文献 [1]と比較して遅延および旅客影響を小さ
くするかを 7 章で検証するためである（7.1 節，研究課題
で詳述）．

6.2 モデルを構成する制約条件式
提案モデルを構成する制約条件式は，以下の文献 [1]の

制約条件式の一部，および本論文 5章で新たに定義した制
約条件式の組合せからなる．これらの式により，列車の安
全を確保する運行上の制約を満たした最適ダイヤを得ら
れる．
• Nstranded を構成する旅客に関する変数の定義式（文
献 [1]の式 (1)から (5)）

• 列車の種別，停車時間，定員の制約，および時刻表ダ
イヤと運転整理後ダイヤの関係式（文献 [1]の式 (22)

から (29)）
• 本論文 5.2 節の式 (4)から (7)（新たに緩和，立式した
着発順序の制約）

• 本論文 5.3節の式 (8)，(11)，(12)，(14)とその分岐，お
よびそれらを表すのに必要な時刻の定義式 (9)，(10)，
(14)（先行列車との位置関係ごとに新たに立式した，
区間の走行時間の制約）

なお，提案モデルの実装時（7.2.1 項参照）は，得られ
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る列車ダイヤにおいて各列車が各区間で 5.3 節の（A1），
（A2），（B1）および（B2）のどのパターンへ分岐したかが
分かるようにした．その方法として，各列車各区間で分岐
を判定する 0-1変数を実装上のみで定義し，ソルバによる
モデルの実行時にこれらの解も出力するようにした．

7. 計算機実験

本章では，6 章で述べた提案モデルを実装し，MIPソル
バの CPLEXに入力してシミュレーションを実行する．こ
れにより，7.1 節の研究課題に基づき提案モデルの評価実
験を行う．行った実験の環境と概要を 7.2 節で示し，7.3

および 7.4 節で実験ごとに内容，結果および得られる議論
を記す．

7.1 研究課題
本研究において検証したい研究課題は以下の 2 つであ

る．各研究課題の検証は各実験内容に対応している．
研究課題 1 Tdelay および Nstranded が減少するか．

3章で述べたとおり，移動閉塞による列車間距離詰め
た運転は，とくに数分の小さな遅延に対して減少効果
があるとされる．また，それにともない旅客への影響
縮小にも効果があると仮説を立てる．これらが提案モ
デルの実行結果に表れるかどうか検証する．そのため
に，目的関数（式 (15)）を最小化したとき，提案モデ
ルから得られる Tdelay および Nstranded の値が，従来
の固定閉塞前提のベースモデル [1]から得られる同値
より減少するかどうか，7.3 節実験 1で検証する．

研究課題 2 モデルの実行時間はどのくらいか．
提案モデルの実行結果において，最適解の導出にかか
る実行時間はどのくらいか，また，遅延シナリオごと
に実行時間の差があるかどうかを 7.4 節実験 2で検証
する．

7.2 実験概要
ここでは，モデルの実装を含む実験の環境，および提案

モデルを適用した鉄道路線のデータについて記す．
7.2.1 実験環境
実験には，CPUが Intel Core i7-7500U，実装 RAMが

8GB，OS が 64 ビット版Windows10 の計算機を使用し
た．また，MIPソルバとして，CPLEX Optimization Stu-

dio 12.10.0 Academic Edition（IBM社）を使用した．以
下 CPLEXと呼ぶ．
またモデルの実装には，CPLEXの入力モデルの記述専

用に開発されたモデリング言語である OPL言語を使用し
た．この OPL を用いて，提案モデルの各要素（2.1.2 項
図 1 のモデルファイルの要素 (1)から (4)）を記述したモ
デルファイルを作成した．また，実験における比較対象と
して，ベースモデル [1]の実装も行った．目的関数は提案

図 10 ケース 3 での時刻表および各モデルから得たダイヤ
Fig. 10 A Diagram of case 3.

表 3 適用路線の停車時間および旅客に関する各値
Table 3 Constant values about dwelling and passengers.

i 1 2 3 4 5 6

Dwmax
i, j （s） 90 90 105 105 100 100

Smin
i, j （s） 25 25 40 40 40 35

Dwi, j（s） 30 30 45 45 45 40

λi, j 1.90 2.01 1.99 2.04 2.07 0.0

ωi, j 0.0 0.25 0.23 0.08 0.27 1.0

モデルの式 (15)と同様であり，制約条件式は文献 [1]のま
まである．
7.2.2 適用した路線データ
本実験でモデルを適用した路線は，架空の大都市地下鉄

路線である．駅数 |M |と列車数 |N |はともに 6とした．区
間数は |k| = |N | − 1 = 5となる．ATOの運転レベルの数
は全区間において |L| = 5とする．また，遅延のない通常
時（時刻表どおり）のダイヤは，連続する 2列車の出発お
よび到着の間隔を全駅一定の 135（s）とすることで定め
る（グラフ化したものは図 10 参照）．また全列車全区間，
ATOの運転レベルを l = 2として走行する．
以下では，実験で用いた定数の値を記す．まず，各駅 i

の時刻表どおりのダイヤでの各駅停車時間 Dwi,j，最小お
よび最大許容停車時間 Dwmin

i,j と Smax
i,j ，旅客到着時間比

率 λi,j，および対乗客数の降車人数比 ωi,j を定めた．これ
らの値を表 3 に示す．続いて，列車が区間 k全体を運転レ
ベル lで走行するときの走行時間 Rl

k,j の値，および最高速
度 V maxk,j の値を表 4 に示す．また，各区間 iの区間長
xk の値を表 5 に示す．
最後に全列車，区間で共通する定数値を以下のように

定めた．ATOの加速度 rac = 1.0を（m/s2），移動閉塞ブ
レーキの減速度を rmbs = 1.20（m/s2）とし，列車間の停
止限界距離を Ls = 120（m），列車長を Lt = 120（m）と
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表 4 適用路線における Rl
k,j および V max

k,j の値（s）
Table 4 Values of Rl

k,j and V max
k,j (s).

k l = 1 l = 2 l = 3 l = 4 l = 5

Rl
k,j 1 63 73 83 93 118

2 105 115 125 135 160

3 123 133 143 153 178

4 87 97 107 117 142

5 78 88 98 108 133

V max
k,j 1 19.12 14.29 11.78 10.12 7.60

2 17.97 15.75 14.10 12.80 10.46

3 15.31 13.83 12.65 11.66 9.80

4 20.80 17.27 14.96 13.27 10.47

5 20.75 16.93 14.17 12.43 9.63

表 5 適用路線における区間長 xk の値（m）
Table 5 Distances of xk.

k 1 2 3 4 5

xk 839.0 1564.0 1649.0 1377.0 1188.0

設定した．また，式 (12)，式 (14)で用いる時間定数の値
を，それぞれ Ts1 = 20（s）および Ts2 = 30（s）と設定し
た．さらに，ベースモデルの実装では，本論文の式 (1)か
ら (3)も制約として定義する．それらの式で用いる，hsec

min，
hsta
minは，順に 105（s），70（s）とした．影響される旅客総
和 Nstranded の計算（文献 [1]の式 (1)から (5)）に必要な
列車定員 Pcap の値は 1,440とした．ダイヤを含む以上の
すべての定数のうち，文献 [1]と共通するものは，文献 [1]

で用いられた値に基づいている．
以上の値に加えて実験では，実行ごとに遅延シナリオの

情報をデータファイルに入力した．このデータファイルと
7.2.1 項で述べたモデルファイルを合わせた実行により，各
シナリオに対して目的の列車ダイヤを得た．遅延シナリオ
の情報は，出発遅れが始まった駅 dl，始まった列車 dt，お
よび dl での dt の出発遅延時間 td，の 3値の組からなる．

7.3 実験 1

実験 1では，研究課題 1，ベースモデルと比較した提案
モデルにおける Tdelay および Nstranded の値の減少を検証
した．CPLEX上で，ベースモデルと提案モデルをそれぞ
れ複数の遅延シナリオで実行し，両モデルで目的関数が最
小化されたときの Tdelay および被影響旅客数 Nstranded の
値をシナリオごとに比較した．
遅延シナリオは，dlが始発駅（1）のときと途中の駅（2）

で同様に効果が得られるか，また dtが最初の方の列車（2）
か後の方の列車（4）で効果に差が出るかを確かめるべく，
(dl, dt) = (1, 2), (1, 4), (2, 2), (2, 4)の 4つ用意した．また，
この実験では移動閉塞による数分の遅延に対する効果を検
証したい．したがって tdの値は，時刻表どおりでの列車間
隔が 135（s）と短いことも考慮して，共通して 100（s）と

表 6 実験 1 の各ケースでの目的関数値
Table 6 Objective function values of Ex.1.

ケース シナリオ Tdelay Nstranded

No. β (dl,dt,td) ベース 提案 ベース 提案
1 0 (1,2,100) 979 508 1,039 1,039

2 0 (1,4,100) 942 486 706 706

3 0 (2,2,100) 875 436 1,062 1,062

4 0 (2,4,100) 796 394 706 706

5 1 (1,2,100) 1,203 775 760 723

6 1 (1,4,100) 952 496 685 685

7 1 (2,2,100) 1,145 684 719 757

8 1 (2,4,100) 806 404 685 685

表 7 ケース 3，提案モデルでの（分岐，運転レベル）の組
Table 7 Branches and ATO levels of case 3, proposal.

k j = 1 j = 2 j = 3 j = 4 j = 5 j = 6

1 A1, 2 A1, 2 A2, 2 A1, 2 A1, 2 A1, 2

2 A1, 2 A1, 1 B2, 1 A1, 2 A1, 2 A1, 2

3 A1, 2 A1, 1 B1, 1 A1, 2 A1, 2 A1, 2

4 A1, 2 A1, 1 A1, 2 A1, 2 A1, 2 A1, 2

5 A1, 2 A1, 1 A1, 2 A1, 2 A1, 2 A1, 2

した．また，目的関数（式 (15)）に含まれる定数値 (α, β)

の値は，Tdelay のみを考慮した (α, β) = (1, 0)，Nstranded

も同時に考慮した (α, β) = (1, 1)の 2パターン用いた．上
記の各遅延シナリオとこれら (α, β)の値設定を組み合わせ
て，8つの実行ケースを作成した．
実験 1の結果を表 6 に示す．上記の実行ケースごとに，

設定した目的関数の値（式 (15)）が最小化されたとき両モ
デルから得られる Tdelay および Nstranded の値を比較して
いる．なお，実験 1 で用いたすべての実行ケースについ
て，両モデルから得られたダイヤおよび変数の解は，各モ
デルのすべての制約条件式を満たしていることを確認済み
である．
7.3.1 実験 1の結果から得た議論
表 6 から，研究課題 1，提案モデルから得た Tdelay およ

び Nstranded の値が，ベースモデルから得た同値より減少
しているか検証し，原因を考察する．初めに，旅客への影
響を考慮しないケース（β = 0）の Tdelay の値変化につい
て検証する．これらのケースでは，表 6 の全遅延シナリ
オに共通して，提案モデルから得た Tdelay はベースモデル
から得た同値の 5割程度に減少した．この減少の要因は，
5.3 節で提案したパターン（A2）および（B）への分岐が，
ベースモデルよりも列車どうしが接近した運転を可能にし
たためだと考える．これを，表 6，ケース 3での，時刻表
のダイヤおよび両モデルから得たダイヤを図示した図 10，
および提案モデルから出力された分岐パターンと運転レベ
ルを示した表 7 より説明する．図 10 より，遅延の当該列
車 2の各駅での遅れ方は両モデルで等しいことが分かる．
これは表 7 より，両モデルで同様に最高速の運転レベル
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1に従う走行を選択したためだと考える．一方で，1本後
の列車 3は，駅 2から 4にかけて，提案モデルでの各着発
時刻の遅延がべースモデルより 30から 70秒ほど短くなっ
た．ここで表 7 より，列車 3は，駅 2から 4に至る区間 1

から 3で，列車間距離を詰める（A2）または（B）に分岐
している．この分岐が出発を早めることで，遅延が減少し
ていると考える．以上よりこれらのケースでは，新たに想
定した移動閉塞にともなう列車間距離を詰めた運転が遅延
減少に機能していると考え，Tdelay については研究課題 1

の移動閉塞による減少効果を検証できた．
次に，旅客への影響も考慮するケース（β = 1）について

検証する．こちらでも提案モデルの Tdelay は，ベースモデ
ルでの同値の約 5割に減少した．また上記の（β = 0）の
ケース同様，（A2）や（B）への分岐が見られた．したがっ
て旅客への影響を考慮したとしても，新たに想定した列車
どうしの距離を詰めた運転が遅延減少に機能していると考
える．一方で Nstranded の値は，遅延シナリオによって両
モデルの比較結果に差が出た．dt = 4では，両モデルの値
は同じだった．これは，列車 3以降では両モデルとも列車
に乗りきれない乗客が 0であったため，列車 4以降の遅延
による Nstranded への影響がなかったためだと考える．一
方で dt = 2では，提案モデルの値はベースモデルに比べ
て，dl = 1のとき約 5%減少，dl = 2のとき約 5%程度し
た．まず dl = 1のとき，提案モデルではベースモデルと比
べて，駅 4，5で遅延の当該列車 2に乗れない人数が減少
した．この理由は，提案モデルでは 1本前の列車 1が，駅
4，5の出発を調整し遅らせたことで，列車 1の出発から列
車 2の到着までの時間が短くなり，その間に駅 4，5に到
着した旅客数が減少したからだと考える．ベースモデルで
同様のことを行うと，列車間隔を空ける制約から後続の列
車 2の到着も遅れて遅延が大きくなってしまう．よってこ
の措置は提案モデル特有の列車間隔を詰めた運転に基づく
といえる．しかし一方 dl = 2では，駅 5で当該列車 2に
乗れない人数が増加した．この理由は，提案モデルでは 1

本前の列車 1が，遅延を減らすべく駅 5をより早く出発し
たため，列車 1の出発から列車 2の到着まで時間が長くな
り，その間に駅 5に到着した旅客数が増加したためだと考
える．このように，遅延の減少と旅客への影響の縮小は，
しばしばトレードオフの関係となると考える．ただ，その
かわり列車 1では早く出発したことで列車の混雑が抑えら
れた．本研究では，予定どおりの列車に乗りきれない人数
Nstranded のみを旅客への影響指標としたが，混雑度もま
た旅客の不満となる．したがって，旅客への影響指標を，
混雑度なども加味したより複雑なものに改良することを今
後の課題としてあげる．その指標を用いれば，より多くの
シナリオで提案モデルの旅客への影響に対する効果を検証
できるのではないかと考える．

表 8 実験 2 の各ケースでの実行時間（s）
Table 8 Execution time of Ex.2.

ケース シナリオ te

No. β (dl,dt,td) ベース 提案
1 0 (1,2,100) 2.1 165.0

2 0 (1,4,100) 0.8 44.9

3 0 (2,2,100) 1.4 88.5

4 0 (2,4,100) 0.7 31.2

5 1 (1,2,100) 0.5 26.8

6 1 (1,4,100) 0.2 33.7

7 1 (2,2,100) 0.7 24.7

8 1 (2,4,100) 0.3 24.3

7.4 実験 2

実験 2では，研究課題 2，モデルの実行時間について調べ
た．実験 1と同じ実行ケースごとに，ベース，提案両モデ
ルを実行し，CPLEXが最適解を求めるまでの実行時間を
比較した．なお，実行時間の値は，求解後 CPLEXの API

上に表示されたものを用いる．実験 2の結果を，表 8 に
示す．
7.4.1 実験 2の結果から得た議論
表 8 より，研究課題 2，CPLEXによる提案モデルの実

行時間について議論する．まず全ケースにおいて，ベース
モデルの実行時間が 1秒前後であったのに対し，提案モデ
ルでは最小でも 20秒以上を要した．大きな理由として，最
適値を求めるべき変数の個数が，全ケース共通でベースモ
デルの約 1,000に対し，提案モデルでは約 7,000と，約 7

倍大きいことを考える．これは，提案モデルでは分岐の記
述に導入した t1(k,j) などの時定数や，6.2 節で述べた分岐
を示す変数などを実装上含むためである．
次に，ケースごとの実行時間の差を議論する．1点目と

して表 8 のとおり，遅延シナリオによらず，Tdelay のみ
を最小化する β = 0のときの方が，Nstranded も考慮する
β = 1のときより実行時間を要した．この理由は，旅客の
影響 Nstranded を考慮し小さくすることが，ダイヤ決定に
対し制約条件の働きを担っており，考慮しない場合ダイヤ
決定の自由度が増してしまうためだと考える．また 2点目
として，dlと dtの値が小さい方が実行時間が長かった．こ
れはより多くの列車と区間で遅れの削減を考慮する必要が
あるためではないかと考える．ケース 1の実行時間が他の
ケースよりとくに大きいのは，以上の 2点で実行時間が長
くなるケースの重ね合わせだったためだと考える．

8. 関連研究

本研究の提案に関連しかつ発展させるための技術として，
大路線の運転整理を，区間や時間帯で分割したMIPとし
て解く研究 [19]を紹介する．本研究の提案モデルを，駅数
や列車数がより大きい現実の路線全体に適用すると，実験
2の表 8 以上に時間がかかることが予想される．しかし，
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文献 [19]でサーベイされている技術を用いて，区間や列車
で分割した並列処理ができれば，実行時間の巨大化を防い
だまま，提案モデルを現実の大規模路線にも適用できるの
ではないかと考える．

9. あとがき

本研究の目的は，移動閉塞，自動運転（ATO）という 2

つの新しい鉄道システムの両方を考慮した鉄道の運転整理
を，MIPモデルとして定式化することであった．この目的
を，ATOのみを考慮した既存モデル [1]を拡張し，移動閉
塞にも適用するという手法で達成することを考えた．その
ために，定義した列車間距離を詰めた運転を認めるように，
移動閉塞の定義に基づいて文献 [1]の一部の制約条件式を
書き換えることを提案した．拡張後のモデルをMIPソル
バ上で実行した結果，特定のシナリオに対して遅延の総和
や旅客への影響の指標を最小化する列車ダイヤを求めるこ
とができた．また，新たに書き換えた制約式の機能による
移動閉塞の遅延減少効果を検証できた．さらに一部のシナ
リオでは，予定していた列車に乗れなかった旅客数を指標
として，旅客影響の減少効果も確認できた．
今後の課題としては，旅客への影響の指標を改良し，よ

り多岐にわたるシナリオで提案モデルによる旅客への影響
効果が得られるかどうか検証することがあげられる．また，
提案モデルの変数の個数を減らし実行時間を短縮するよう
に，実装上の工夫を考案することがあげられる．また，今
回想定した移動閉塞に比べて，実用化している CBTCな
どのシステムの制動はより複雑なものである．この制動を
定式化し本研究の提案モデルに組み込むことが実用に向け
た課題となる．さらに本研究の発展として，8章であげた
分割MIPを用いた実路線への適用や，本モデルの入力と
なる遅延情報の取得・出力データの転送も含めた包括的な
自己適応システムとしての運転整理システムの作成などが
あげられる．
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